
令和７年度第２回横浜地域地域医療構想調整会議 議事次第 

１ 開会 

２ 議事 

(1) 新たな地域医療構想の策定に向けて（現行の地域医療構想の振り返り）

(ⅰ)地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の充実【資料１、資料１別紙１・２】

(ⅱ)将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成【資料２、資料２別紙】

３ 報告 

(1) 令和７年度の病床整備事前協議について【資料３、参考資料１－１、参考資料１－２】

(2) かかりつけ医機能報告について【資料４】

(3) 医師偏在是正に向けた総合的な対策パッケージについて【資料５】

(4) 病院の事業承継に伴う病床の取扱いについて【資料６】

(5) 地域医療構想の取組の推進に向けた調査について【資料７】

(6) 2040年医療提供体制の検討に向けて（方面別検討会「医療・介護連携ワーキンググループ」の

実施状況について）【資料８】

(7) 医療介護総合確保促進法に基づく令和７年度神奈川県計画（医療分）策定の概要について

【参考資料２－１、２－２、２－３】

(8) 病院の経営危機に対する共同メッセージについて【参考資料３】

４ その他 

５ 閉会 

【配布資料】 
資料１ 地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の充実 

資料１別紙１ 新たな地域医療構想の策定に向けて（在宅医療に関する参考データ） 

資料１別紙２ 新たな地域医療構想の策定に向けて（病院・在宅医療・介護の連携の取組状況・課題等について） 

資料２ 将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成 

資料２別紙   新たな地域医療構想の策定に向けて（医療従事者の確保・養成に関する参考データ） 

資料３ 横浜市記者発表資料（病床整備事前協議） 

資料４ かかりつけ医機能報告制度について 

資料５ 医師偏在是正に向けた総合的な対策パッケージについて 

資料６ 病院の事業承継に伴う病床の取扱いについて 

資料７ 地域医療構想の取組の推進に向けた調査について 

資料８ 2040年医療提供体制の検討に向けて（方面別検討会「医療・介護連携ワーキンググループ」の 

実施状況について） 

参考資料１－１ 令和７年度病床整備事前協議について 

参考資料１－２ 横浜地域事前協議公募要件 

参考資料２－１ 医療介護総合確保促進法に基づく令和７年度神奈川県計画（医療分）策定の概要について 

参考資料２－２ 医療介護総合確保促進法に基づく神奈川県計画（R7年度分）医療分事業（案）一覧 

参考資料２－３ 令和６年度の国財源における活用事業の事後評価について 

参考資料３   病院の経営危機に対する共同メッセージについて  

日時：令和７年 11月 25日（火） 18時 30分～20時 00分 

会場：横浜市医師会会議室 

ウェブとの併用（ハイブリッド形式） 



所属 　役職 氏名 出欠

横浜市医師会 会長 戸塚　武和 会場

横浜市医師会 副会長 赤羽　重樹 会場

横浜市医師会 副会長 筑丸　志津子 会場

横浜市医師会 副会長 豊福　深奈 会場

横浜市歯科医師会 会長 佐藤　信二 会場

横浜市薬剤師会 会長 坂本　悟 欠席

神奈川県看護協会 横浜西支部理事 兼子　友里 ウェブ

横浜市病院協会 会長 松井　住仁 会場

横浜市病院協会 副会長 松島　誠 ウェブ

横浜市病院協会 副会長 山口　哲顕 会場

横浜市病院協会 常任理事 三角　隆彦 会場

東京科学大学 教授 伏見　清秀 ウェブ

横浜労災病院 病院長 三上　容司 会場

神奈川県弁護士会 弁護士 海野　宏行 会場

神奈川県医師会 理事 小松　幹一郎 会場

神奈川県医師会 理事 磯崎　哲男 会場

神奈川県病院協会 副会長 窪倉　孝道 会場

全国健康保険協会
神奈川支部

企画総務部長 田島　哲也 欠席

健康保険組合連合会
神奈川連合会

事務局長 堤　俊介 欠席

横浜市立大学 附属病院長 遠藤　格 ウェブ

横浜市 医療局病院経営本部長

（病院事業管理者） 鈴木　宏昌 会場

横浜市 保健所長 木村　博和 会場

横浜市
健康福祉局

高齢健康福祉部長
新井　隆哲 会場

令和７年度第２回横浜地域地域医療構想調整会議　出欠状況
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設問 １ 貴自治体において実施している病院・在宅医療・介護連携の取組・事業の
概要

２　病院・在宅医療・介護連携の取
組・事業に係る、(1)貴自治体の受け
止め、(2)貴自治体としての課題、(3)
市町村議会や地域の医療・介護関係団
体からの意見・要望等

３　その
他自由意
見

令和７年度中に、次年度以降の新たな地域医療構想策定を見据えた医療・介護
連携ワーキンググループを、横浜二次医療圏における７方面のうち２方面にお
いて開催。成果をもとに次年度全市展開の予定。

地域完結型医療の実現に向けて、横浜地域地域医療構想調整会議 方面別検討会
のうち２方面において「医療・介護連携ワーキンググループ」を開催。病院関
係者のほか、在宅医療、介護(訪問看護、ケアマネジャー、包括支援セン
ター）、高齢者施設(特養、老健、有料老人ホーム）関係者が一体となって連携
に関する議論を実施。

(参考資料：8/5横浜地域地域医療構想調整会議)

(1)会議を通じて、地域全体で患者を支
える「地域完結型医療の実現」に向け
た、医療・介護のすそ野を広げた議論
ができている。

(2) ①医療・介護双方が役割・機能を
理解し、連携推進を図る体制整備が必
要
②少子高齢・単身独居等の社会変化を
背景とする課題への対応。医療介護の
垣根を越えた連携強化
③ICTを活用した医療介護情報連携の推
進
④会議実施に係る負担増

(3) 医療・介護連携ワーキンググルー
プの継続開催、入退院における医療機
関機能の市民周知、EHRの展開と利便性
向上等

回答

病院・在宅医療・介護の連携の取組状況・課題等について

国の「在宅医療・介護連携推進事業」（介護保険の地域支援事業）として、横
浜市医師会へ委託し、市内各区（18箇所）に設置した在宅医療介護連携拠点の
運営を行っている。

①相談支援業務
在宅医療・介護連携に関する相談窓口を設置。現状を把握し、課題の抽出や対
応策を検討するため、地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催
②かかりつけ医の在宅医療研修
かかりつけ医に対し、在宅医療への関心を高めるとともに、在宅医療を担う診
療所の医師を増やすため、かかりつけ医の在宅医療研修を実施(１か所あたり年
１回以上)
③多職種連携会議
各在宅医療介護連携拠点において医療・介護関係者研修を実施（１か所あたり
年２回以上）
④事例検討
事例の課題解決を通じて地域医療の現状と課題を共有し、在宅医療の連携を推
進（１か所あたり年４回以上）
⑤市民啓発
地域住民への在宅医療・介護に関する普及啓発を実施
⑥事務局会議
①～⑤、⑦を実施するにあたり、地域のニーズや意向を反映して行われるよ
う、各拠点において開催（定期的に開催）
⑦疾患別医療・介護連携事業の運営
③～⑤について、より具体的な高齢者に多く見られる疾患をテーマに、医療・
介護に携わる人材の対応力向上と連携強化に向けたネットワークづくりの推進
を目的に、高齢者に多くみられる「糖尿病、摂食嚥下、心疾患、緩和ケア」 に
関する地域の課題について区を単位とした地域の現状と課題の把握を行う。
（例：運営会議、多職種連携会議、事例検討会、地域資源リストの作成・メン
テナンス、市民啓発講演会等）

①～⑥関連URL
https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/kenko-
iryo/iryo/zaitaku/zaitakukyoten.html
⑥関連資料

(1) 日頃から各拠点での多職種連携会
議等を通じて介護保険施設、協力医療
機関、在宅医療を担う診療所やそれを
支える薬局・訪問看護ステーション、
ケアマネジャーなど多職種による連携
体制の構築が進んでいる。

(2)本市では在宅医療・介護連携の取組
に関する目標値として在宅看取り率を
掲げている。2027年に39.4％に達する
ことを目標としており、最新値（2023
年）は34.4％となっている。2023年に
到達すべき目標値を超過して推移して
いるものの、自宅看取りほか伸びが緩
やかになってきている。

(3)「病気があっても住み慣れた自宅等
で安心して在宅医療を受けることがで
きるようにする取組は今後ますます重
要になってくる」との意見がある。
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 横浜市では、今後の高齢化の進展に伴って、医療需要の増加が見込まれており、「よこ

はま保健医療プラン 2024」では、将来において不足する病床機能を確保することを主要な

取組の一つに掲げています。 

 このたび、将来の医療需要を踏まえた病床整備を推進し、必要な病床機能を確保するた

め、病床整備事前協議（※）を実施し、医療機関の増床計画を公募します。 

※病床整備事前協議

市内で医療機関が病床を設置する場合は、医療法に基づく開設許可に先駆け病床整備事前協議

を行い、医療機関開設（予定）者に病床を配分することとしています。（療養病床・一般病床に限

る） 

公募概要 

１ 応募資格 

  病院又は診療所の開設（予定）者 

２ 公募病床数 

  411 床 

３ 対象とする病床機能等 

  回復期・慢性期の病床機能を担う病床 

※横浜市内の既存の医療機関による増床計画を優先します。

・回復期機能：患者さんの在宅復帰に向けた医療やリハビリテーション等を提供する機能

・慢性期機能：長期にわたり療養が必要な患者さんに対し入院医療を提供する機能

４ スケジュール 

・応募書類の配布・受付期間  令和７年 10 月 10 日（金）から 11 月 28 日（金）まで 

・増床計画の承認   令和８年３月下旬（予定） 

詳細は、医療局ホームページに掲載の公募要項をご確認ください。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/iryo/kikan/byosho/r7jizennkyougi.html 

お問合せ先 

医療局地域医療課 担当課長 岩崎 雄介 Tel 045-671-4813 

令和 ７年 1 0 月 ９日 
医 療 局 地 域 医 療 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

回復期・慢性期医療の充実へ 

将来に向けた病床機能の確保のため医療機関の増床計画を公募します 
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